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明治公園整備・管理運営事業基本協定書（案） 

 

東京都（以下「甲」という。）と設置等予定者の代表企業たる●●●●並びに構成企業た

る●●●●及び●●●●（以下総称して「乙」という。）は、次のとおり、明治公園整備・

管理運営事業（以下「本事業」という。）に関する基本協定（以下「本協定」という。）を締

結する。 

なお、本協定に別段の定めがある場合を除き、本協定において用いる用語の定義は、「明

治公園整備・管理運営事業 公募設置等指針」（以下「公募設置等指針」という。）に定めら

れたとおりとする。 

（趣旨） 

第１条 本協定は、本事業の円滑な実施のため、本事業に関する実施協定（以下「実施協

定」という。）を締結するまでの甲及び乙の義務等の基本的な事項を定めるものとする。 

（責務） 

第２条 甲及び乙は、本協定の定めを信義に従い、誠実に履行しなければならない。 

２ 乙は、公募設置等指針並びに公募設置等指針の規定に従い乙が甲に提出した公募設

置等計画及び付随する一切の書類（以下「公募設置等計画等」という。）を基に、本事

業の実施に向け、甲と協議を行う。 

３ 乙は、第２項に規定する協議及び都立明治公園及び都立代々木公園公募対象公園施

設事業者選定委員会からの意見や要望事項等を踏まえ、必要に応じ公募設置等計画等

の一部変更等（以下「変更行為」という。）の対応を行い、甲に提出し承認を得る。 

４ 甲は、前項で承認した公募設置等計画等について、都市公園法（昭和３１年法律第７

９号）第５条の５の規定に基づき、当該公募設置等計画等が適当である旨の認定を行う。 

 

（役割分担等） 

第３条 本事業の実施に際し、乙は、次のとおり分担して実施するものとする。 

業務名                         担当企業 

特定公園施設等の設計 

特定公園施設等の建設 

特定公園施設の管理運営 

公募対象公園施設の設計 

公募対象公園施設の建設 

公募対象公園施設の管理運営（マネジメント業務を含む。) 

 

（構成団体の離脱） 

第４条 構成団体の一が本事業から離脱した場合であっても、乙は、この離脱にかかわら

ず本事業を継続して実施する責任を負うものとする。 
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２ 構成団体の一が本事業から離脱したことによって甲に損害が発生した際は、乙は、当

該損害の全てを甲に対して賠償しなければならない。 

 

（実施協定） 

第５条 甲と乙は、本事業の実施に向けての協議及び第２条第５項に規定する公募設置

等計画等の認定を経て、実施協定を締結するものとする。 

２ 実施協定は、令和●●年●●月●●日までに締結するものとする。ただし、甲又は乙

がやむを得ないと認める場合は、甲と乙が協議して新たに期限を定めるものとする。 

３ 前項の規定により新たな期限を定めようとする場合は、甲又は乙は、相手方に対して

令和●●年●●月●●日までに申し出なければならない。 

４ 甲及び乙は、実施協定締結後も、本事業の円滑な実施のために互いに協力しなければ

ならない。 

 

（実施協定不調の場合における処理） 

第６条 次に掲げる事由により実施協定の締結に至らなかった場合における費用（甲又

は乙が本事業の準備のために要した費用及びこの条の規定により本協定を解除するた

めに要した費用）については、本協定の当事者各自の負担とし、相手方に当該費用を請

求することができない。 

（１） 天災地変その他の甲又は乙のいずれの責めにも帰すことができない事由により、

次の状態となった場合 

ア 本事業の実施が不可能又は極めて困難になった場合 

イ 都立明治公園の管理運営に関し、極めて重大な変更があった場合 

（アに掲げる場合を除く。） 

（２） 次条の規定により、本協定が解除された場合（同条第３項に該当する場合を除

く。） 

 

（任意解除） 

第７条 乙は、乙の都合により本事業を実施できなくなった場合においては、甲と協議の

上、設置等予定者の地位を辞退し、本協定を解除することができる。 

２ 乙は、前項の規定により設置等予定者の地位を辞退し、本協定を解除しようとすると

きは、令和●●年●●月●●日（第５条第２項ただし書の規定により新たな期限を定め

た場合においては、当該期限の１か月前）までに甲に対してその旨を申し出なければな

らない。 

３ 乙は、第１項の規定により本協定が解除された場合であって、前項に定める期日まで

に、設置等予定者の地位を辞退し、本協定を解除する旨の申出をしなかったときは、甲

に対して違約金を支払わなければならない。 
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４ 前項の違約金の額は、金●●●,●●●円とする。 

 

（強制解除） 

第８条 次に掲げる場合は、甲は、事前に乙に通知し、及び乙と協議することなく、乙の

設置等予定者の地位を解消し、本協定を解除することができるものとする。 

（１） 第５条第２項に規定する期限（同項ただし書の規定により新たな期限を定めた

場合においては、当該期限）までに実施協定が締結されない場合 

（２） 乙が、令和●●年●●月●●日（第５条第２項ただし書の規定により新たな期

限を定めた場合においては、当該期限の１か月前）までに変更行為を完了できない場

合（甲が実施協定の締結に支障がないと認めた場合を除く。） 

（３） 乙が、次条の規定に違反した場合で、甲が本事業の実施に支障があると認める

場合 

（４） 乙が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５

４号。以下「独占禁止法」という。）第３条、第６条、第８条第１号又は第１９条の

規定に違反（以下「独占禁止法違反」という。）するとして、独占禁止法第４９条に

規定する排除措置命令又は第６２条第１項に規定する納付命令を受け、当該命令が

確定した場合 

（５） 乙又はその役員若しくは使用人が、刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条

の６若しくは第１９８条又は独占禁止法第８９条第１項、第９０条第１号若しくは

第２号若しくは第９５条第１項第１号に規定する罪を犯し、刑に処せられた（刑の執

行が猶予された場合を含む。以下同じ。）場合 

（６） 前２号に規定するもののほか、乙又はその役員若しくは使用人が独占禁止法違

反行為をし、又は刑法第９６条の６若しくは第１９８条の規定に該当する行為をし

たことが明らかになった場合 

（７） 乙が、次のいずれかに該当する場合 

ア 役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、そ

の他の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等、個

人にあってはその者及び支店又は営業所を代表する者をいう。以下この号におい

て同じ。）が暴力団員等（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下この号において「暴力団」

という。）の構成員及び暴力団と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として

暴力的不法行為等を行う者をいう。以下この号において同じ。）であると認められ

る場合 

イ 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる場合 

ウ 役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営

若しくは運営に実質的に関与している法人等（法人その他の団体又は個人をいう。



4 

 

以下この号において同じ。）を利用するなどしていると認められる場合 

エ 役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しく

は運営に実質的に関与している法人等に対して資金を供給し、又は便宜を供与す

るなど暴力団の維持運営に協力し、又は関与していると認められる場合 

オ 役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を

有していると認められる場合 

カ 役員等又は使用人が、アからオまでのいずれかに該当する法人等であることを

知りながら、これを利用するなどしていると認められる場合 

（８） 乙が、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立

て、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立て又は破

産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てを受けた場合 

２ 前項に掲げる場合により、乙の設置等予定者の地位が解消され、本協定が解除され

た場合は、乙は、甲に対して違約金を支払わなければならない。ただし、前項第１号

又は第２号に掲げる場合であって乙の帰責事由によらない場合は、この限りでない。 

３ 前項の違約金の額は、金●●●,●●●円とする。 

 

（秘密保持） 

第９条 甲及び乙は、本事業に関して相手方から秘密情報として取得した情報について、

相手方の事前の承諾を得ることなく第三者に開示し、又は本協定の履行の目的以外に

使用してはならない。ただし、法令の規定に基づき開示が要求される場合、裁判所に

より開示が命じられた場合、乙が本事業に関する資金調達を図るために合理的に必要

なものとして開示する場合、又は甲が東京都情報公開条例（平成１４年条例第２４号）

等に基づき開示する場合は、この限りでない。 

 

（協定の変更） 

第１０条 本協定の変更は、甲と乙の書面による合意により行うものとする。 

 

（有効期間） 

第１１条 本協定の有効期間は、本協定締結の日から実施協定締結の日までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、第９条、次条及び第１３条の規定の効力は、本協定の解

除又は期間満了による終了後においても存続する。 

 

（協議等） 

第１２条 本協定に規定のない事項又は本協定若しくは本協定に基づく権利義務に関し、

疑義を生じた場合は、甲乙は、誠意をもって協議し、解決するものとする。 
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（準拠法及び裁判管轄） 

第１３条 本協定から生じる一切の法律関係に基づく非訟・訴訟・調停その他の法的手

続の管轄については、甲の事務所所在地を管轄する地方裁判所を専属の管轄裁判所と

する。また、適用法令は日本国内法とする。 

 

以上を証するため、本協定書を２通作成し、甲及び乙がそれぞれ記名押印の上、甲及

び乙が各●通を保有する。 

 

 

 

 

令和●●年●●月●●日 

 

 

甲） 

東京都 

（所在地）東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 

（代表者）東京都知事  小池 百合子 

 

 

乙） 

代表構成団体 

（所在地） 

（商号又は名称） 

（代表者名） 

構成団体 

（所在地） 

（商号又は名称） 

（代表者名） 


